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工 事 特 記 仕 様 書 
 
 
  この工事の施工に当たっては島根県農林水産部・土木部の「島根県公共工事共通仕様書」によるもののほ
か、この特記仕様書によるものとする。 
 なお、「見積参考資料」、「積算用参考図」は、積算数量及び任意仮設の積算内容を示したもので、これ
らの資料は「設計図書」とはならない。よって、工事目的物を完成させるための一切の手段については、請
負者の責任において定めるものとする。 
 

第１章 総則 
 
第１条 工期 
 工期は、休日等を見込み、平成 24 年 3 月 23 日限りとする。なお、休日等には日曜日・祝日、年末年始休
暇の他、作業期間内の全土曜日を含んでいる。 
 
第２条 下請負人   
請負者は下請負人については市内業者（市内に主たる営業所を有する者）を使用すること。なお、適切
に施工できる市内業者がいない特殊な工事でやむを得ず市外業者と下請負契約する場合は、監督職員と協
議すること。 
 
第３条 県内産工事用資材の使用 
１．生コンクリート類、アスファルト混合物類、採石類、コンクリート二次製品資材については適切な品質
が確保できない場合を除き、市内産を使用すること。これ以外の資材についても原則として市内産を使用
すること。 
２．市内で生産されていない資材を使用する場合は、原則として市内の取扱業者から購入した資材を使用す
ること。 
３．請負者は、「島根県公共工事共通仕様書」の参考様式『施工計画書 主要資材一覧表』に、使用資材全
てについて製造会社（販売会社）の所在地等を記入のうえ施工計画書に添付すること。 
  また、やむを得ず市内産資材を使用できない場合は、監督職員と協議すること。 
 
第４条 主任技術者又は監理技術者の専任を要しない期間について 
１．請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等
が開始されるまでの期間）については、主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要しない。なお、
現場施工に着手する日については、請負契約の締結後、監督職員との打ち合わせにおいて定める。 
２．工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、事務手続、後片付け
等のみが残っている期間については、主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要しない。なお、
検査が終了した日は、発注者が工事の完成を確認した旨、請負者に通知した日（例：「竣工検査済証」等
における日付）とする。 
 
 
 
 



 

 

第３章 施工関係 
 
第５条 低騒音型・低振動型建設機械の使用 
 騒音規制法第３条の規定に基づき定められた地域（昭和６２年３月１７日付け島根県告示第３１２号）に
おいて使用する建設機械については、国土交通省が定めた「低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規
程」に基づき指定された建設機械を用いること。 
 なお、規制地域を表示した図面は、島根県環境生活部環境政策課、関係保健所及び関係市役所に備え置い
てある。 
 
第６条 着手前調査について 
 請負者は、現場施工の着手までに施工箇所の調査を行い、施工面積、発錆面積および状態を確認すること。
また、調査結果については、資料を作成のうえ監督職員に提出し、監督職員の立会のもと現地確認し、確定
するものとする。 
 
第７条 足場工の施工について 
 本工事の関連工事として同橋の床版補修工事が既に着手しており、足場設置期間が重複し供用するため、
本工事においては足場設置・撤去・賃料を設計計上していない。施工計画上支障がある場合は、施工着手前
に発注者、床版補修工事の受注者および本工事の受注者の三者にて協議するものとする。 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施 工 条 件 書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

施  工  条  件  書 

明 示 項 目 明     示     事     項 制   約   条   件   等 

１．工 程 関 係 １．関連する別途発注工事         ☑あり  □なし 調整項目 □土砂・資材の流用  ☑仮設又は工事用道路の調整   □施工順序の調整 
□その他（                              ） 

調整が必要な工事名：市道新江川橋線新江川橋床版補修工事 
調整が必要な工事の工期：平成 23 年 12 月 22 日 

２．施工時期、施工時間及び施工方法の制限 □あり  ☑なし 制限される工種名： 
施工時期及び施工時間： 
施工方法： 

３．他機関等との協議が未完了       □あり  ☑なし 協議機関名： 
協議完了見込み時期： 

４．他機関等協議による工程条件      □あり  ☑なし 制約される工種名： 
施工期間： 

５．占用物件工事との工程調整       □あり  ☑なし 占用物件名   □電気（工事時期：                       ） 
        □電話（工事時期：                       ） 
        □水道（工事時期：                       ） 
        □ガス（工事時期：                       ） 
        □その他（工事時期：                      ） 

６．その他（       ）       □あり  ☑なし 内容： 
２．用 地 関 係 
 
 

１．用地補償物件の未処理箇所       □あり  ☑なし 未処理箇所   □別添図等   □No.   ～No. 
完了見込み時期： 

２．仮設ヤードの指定           □あり  ☑なし 仮設ヤード   □官有地    □民有地 
使用期間： 
別添図等    □ヤード位置図 □ヤード平面図（面積   ㎡） 
使用条件・復旧方法： 
占用料又は借上費   □必要  □不要 

３．その他（       ）       □あり  ☑なし 内容： 
３．公害対策関係 １．施工方法、建設機械・設備等の制限    □あり  ☑なし 制限項目    □騒音   □振動   □水質   □粉じん 

        □その他（                           ） 
□施工方法   □指定工法名（                         ） 
        □その他（                           ） 
□建設機械・設備  工種： 
□作業時間： 
□その他： 

２．事業損失防止に関する調査       □あり  ☑なし 調査項目    □騒音測定      □振動測定     □水質調査 
        □地盤沈下測定    □近隣家屋の事前・事後調査 
        □地下水位等の調査  □その他（                ） 
調査方法    □別途資料      □別途協議 



 

 

明 示 項 目 明     示     事     項 制   約   条   件   等 

  調査費     □計上あり      □別途協議 
３．その他（       ）       □あり  ☑なし 内容： 

４．安全対策関係 
 
 
 
 
 
 

１．交通安全施設関係の指定         □あり  ☑なし □交通安全施設等の配置   □別添図等    □その他（            ） 
□交通誘導員の配置     配置人員    人（内、交通誘導員Ａ   人） 

２．近接公共施設等に対する制限        □あり  ☑なし 近接公共施設名  □鉄道    □電気    □電話     □水道    □ガス 
         □その他（                          ） 
□施工時間の制限   施工時間： 
□作業制限      制限を受ける工種： 
           制限内容： 

３．落石、土砂崩落又は発破        □あり  ☑なし 
作業等に対する防護施設 

防護施設等の配置  □別添図等    □別途協議 
設置期間： 

４．その他（                  ）  

５．工事用道路関係 １．一般道路（搬入路）の使用制限     □あり  ☑なし 経路        □別添図等    □別途協議 
□使用期間： 
□使用時間帯： 
□使用中及び使用後の措置   □別途図等   □別途協議 

２．仮設道路の設置条件                □あり  ☑なし 
 

構造・延長等    □別添図等    □別途協議 
□安全施設等    □別添図等    □別途協議 
□使用中及び使用後の措置   □別途図等   □別途協議 

３．その他（       ）       □あり  ☑なし 内容 
６．仮 設 備 関 係 
 
 

１．仮設備の引渡し又は引き継ぎ      □あり  ☑なし 引渡す（引継ぎを受ける）仮設備： 
引渡す（引継ぎを受ける）工事名： 
引渡し（引継ぎを受ける）の時期： 
引渡す時（引継ぎを受ける時）の条件： 

２．仮設物の構造及び施工方法の指定    □あり  ☑なし 構造・設計条件   □別添図等    □その他（                  ） 
□施工方法の指定  工法名： 
□設計条件の指定  条件： 

３．その他（       ）       □あり  ☑なし 内容 
７．残土・建設廃棄物 

関係 
 
 
 

１．残土処分地の処理条件         □あり  ☑なし □押土・整地    □その他（                          ） 
□受入側の制約   制約事項： 

２．建設廃棄物の処理条件              □あり  ☑なし □処分場の指定   施設名： 
□受入側の制約   制約事項： 
□その他（                                    ） 

３．その他（       ）       □あり  ☑なし 内容： 
８．工事支障物件等 １．工事支障物件                 ☑あり  □なし 支障物件名     □電気     協議  □済み   □未了 

                  位置： 
                  移設時期： 



 

 

明 示 項 目 明     示     事     項 制   約   条   件   等 

            ☑電話     協議  ☑済み   □未了 
                  位置： 

移設時期： 
          ☑水道     協議  ☑済み   □未了 
                  位置： 
                  移設時期： 
          □ガス     協議  □済み   □未了 
                  位置： 
                  移設時期： 
          □その他    協議  □済み   □未了 
                  位置： 
                  移設時期： 

２．その他（       ）       □あり  ☑なし 内容： 
９．排 水 工 
  (汚水処理を含む) 

１．汚水、泥水の排水制限          □あり  ☑なし 項目及び基準値： 

２．水質調査               □あり  ☑なし 調査項目： 
３．その他（       ）       □あり  ☑なし 内容： 

10．薬液注入関係 
 
 

１．薬液注入               □あり  ☑なし 工法区分： 
注入材料： 
改良範囲： 
削孔： 
注入量： 
注入率： 

２．その他（       ）       □あり  ☑なし 内容： 
11．そ  の  他 １．工事用資機材の保管又は仮置き場の   □あり  ☑なし 

指定                     
場所： 
期間： 

２．現場発生品                     □あり  ☑なし 品名： 
引渡場所： 
運搬距離： 

３．部分使用                  □あり  ☑なし 部分使用範囲： 
目的： 
部分使用期間： 

４．技術管理上特に必要な資料          □あり  ☑なし 資料名： 
５．その他（       ）       □あり  ☑なし 内容： 

注：１）明示されている項目、事項は標準的なものであり、当該工事について明示すべき事項は必要に応じ追記すること。 
２）明示事項□の該当個所にレ印をして、制限条件等を記載すること。 
３）本様式の施工条件は契約条件となる設計図書の一部であるから、起工設計書及び土木工事仕様書に添付すること。 



特記仕様書（その２） 
（適用の範囲） 
第1条 本仕様書は、発注者と受注者との間に請負契約が締結された 
新江川橋塗装補修工事（以下「工事」という。）の施工に適用する。 
２ 本仕様書に記載された事項は、島根県公共工事共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）に優先す
る。 
３ 本仕様書に定めのない事項は、共通仕様書による。 
 
（疑問の取扱い） 
第2条 受注者は、本仕様書または設計図書に記載された事項の解釈について疑問を生じた場合は、 
（公財）島根県建設技術ｾﾝﾀｰ（以下「ｾﾝﾀｰ」という）と協議しなければならない。 

 
（用語の定義） 
第 3条 施工監理業務とは、工事に係る設計、指示、承諾、協議、立会等の建設工事請負契約書（以下
「請負契約書」という。）第９条の監督職員の業務を総称していう。 
２ 監督補助員とは、ｾﾝﾀｰの職員で構成される監理技術者及び技術員を総称していう。 
 
（事務分掌） 
第 4条 本工事の施工監理業務は、ｾﾝﾀｰに委託されている。この業務範囲において、ｾﾝﾀｰは、請負契約
書第９条に定める監督職員と同様の業務を行う。 
２ 共通仕様書の監督職員について施工監理業務の範囲においては本仕様書第３条２項を適用する。 
３ 受注者は、請負契約書及び共通仕様書に基づく書類は、ｾﾝﾀｰへ提出する。ただし通知書面について
は、特記のない限り、発注者あてで行う。 
４ 関連工事の調査にあたっては、ｾﾝﾀｰが発注者に代わって行うものとする。この場合においては、受
注者は、ｾﾝﾀｰの調整に従い、第三者の行う工事の円滑な施工に協力しなければならない。 

 
（書類の提出） 
第 5条 受注者は発注者との契約の締結後７日以内に設計図書に基づいて、着手届及び工程表を発注者
あて、ｾﾝﾀｰあての２部作成し、ｾﾝﾀｰに提出しなければならない。 
２ 受注者は、工事着手前に請負契約書及び設計図書に基づき工事目的物を完成する必要な手順や工法
等についての施工計画書を２部作成し、ｾﾝﾀｰに提出しなければならない。 
３ 記載事項については、共通仕様書による。 
４ 「請負契約書」第１３条、第１４条、第１５条、第１７条に基づく行為及び通知は、ｾﾝﾀｰあてで提
出し、承認、指示を受ける。 

 
（工事現場管理） 
第 6条 受注者は、工事施工中、工事現場に一般通行人の見易い場所に工事名、期間、事業主体名、施
工監理業務受託者名、工事受注者名、電話番号等を記入した大型の表示板を掲示する。 

 
（事故報告等） 
第 7条 受注者は、人身事故、第三者に損害を与える事故、その他工事の施工に影響を及ぼす事故が発
生したときは、直ちにその状況を監督補助員及び江津市建設部土木建設課に報告しなければならない。 
 
（検査及び立会） 
第８条 竣工検査、部分検査、中間検査等については、ｾﾝﾀｰ立会のもと発注者の検査を受けなければな
らない。



提出書類処理区分表 

受注者からの提出書類は以下の区分に従い処理すること 

提出書類 

提出先 

備      考 

（○印は提出先） 
建設技術 

センター 

江津市 

建設部 

土木建設課

    

工事関係    

工事着手届 ○ ○ 

それぞれの提出先あてに作成すること。 
現場代理人届 ○ ○ 

工程表 ○ ○ 

工事完成通知書 ○ ○ 

請負代金内訳書 

下請け人の通知 
○ ○ 

建設技術センターへは、江津市建設部土木建設

課あての写しを提出 

施工計画書 ○ ○ 

建設技術センターに提出。 

 

工事打合簿 ○  

工事履行報告書 ○  

管理資料等 ○  

   

   

工事延期願  ○ 

江津市建設部土木建設課で受理する。 
出来形検査願  ○ 

引渡書  ○ 

契約・支払関係   

契約書類  ○  

契約協議書  ○ 

江津市建設部土木建設課で受理する。 請求書類  ○ 

   

 

 

 

                   監督補助員一覧表 

監督補助員 

             監理技術者 技術員 

島根県建設技術センター 業務２課長  佐藤 寿浩 島根県建設技術センター  企画員  寺本 哲治 
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